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再エネ開発における地域との軋轢
• 一部再エネ事業では、生態系への配慮に欠け、地域との合意形成もせずに進めているものもあり、

市民・自治体からの再エネ開発に対する不信感が広がっている。
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出典）福島県ウェブサイト
https://www.city.fukushima.fukushima.jp/soshiki/8/1034/2/3/3800.html

福島県先達山のメガソーラー開発

出典）環境省釧路湿原自然再生プロジェクト湿原データセンター

タンチョウの営巣地近辺に建設された太陽光発電施設
（写真：釧路自然保護協会）



生物多様性保全との整合の取れた事業が必要
• 気候変動と生物多様性は複雑に絡み合っている。

• 生物多様性への影響を考慮せずに、再生可能エネルギーの導入拡大を進めた結果、両者がトレー
ドオフの関係になってしまうリスクもあり、整合の取れた事業を進めることが求められる。
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出典）IPBES and IPCC (2021)を基にIGES訳

青い線：プラスの影響 赤い線：マイナスの影響
気候変動の緩和・適応の対策が、生物多様性に与える影響。気候変動のみに焦点をあてた対策は、生物多様性に対して悪影響の可能性がある。

左：気候変動対策（生態系、食料、エネルギー）、右：生物多様性対策（保護、修復、管理、変革）。



再エネ導入における地域共生・自然共生の重要性
• 再エネ導入においては、脱炭素の観点だけでなく、地域との共生、自然との共生にも配慮しつつ

実施することが求められる。
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脱炭素 地域との共生 自然との共生+ +

再エネ導入においては、地域共生・自然共生の視点が不可欠に



電源調達における独自の調達ポリシー
• 自然環境への配慮、地域合意形成、情報開示などに係る独自の調達ポリシーを設定。

• コーポレートPPA向けの発電所調達においても適用。
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出典）みんな電力 ホームページより



地域共生型・自然共生型の「顔の見える発電所」
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出典）みんな電力ホームページより



トレーサビリティ付与による優良再エネの価値化
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• 電力のトレーサビリティ証明により、優良再エネの付加価値化を実現。

• 今後、アワリーマッチング要請によるトレーサビリティ証明が重要となる。

出典）みんな電力法人向けマイページより



リコーによる独自の再エネ調達基準
• 日本で初めてRE100を宣言したリコーは独自の再エネ電力調達基準を設定。

• 再エネ発電所の環境配慮性や地域貢献性を考慮して弊社の再エネ電力を選択。
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出典）日経ESG「リコーがRE100へ目標引き上げ」

https://project.nikkeibp.co.jp/ESG/atcl/column/00005/052100080/
https://project.nikkeibp.co.jp/ESG/atcl/column/00005/052100080/
https://project.nikkeibp.co.jp/ESG/atcl/column/00005/052100080/
https://project.nikkeibp.co.jp/ESG/atcl/column/00005/052100080/
https://project.nikkeibp.co.jp/ESG/atcl/column/00005/052100080/


地域共生・自然共生を重視したコーポレートPPA

• 追加性のある再エネ調達を進め、地域共生・自然共生を重視する法人へのコーポレートPPA。

8
出典）福島県福島市・牧場 ご当地エネルギーをみんなで考える株式会社（ゴチカン）

㈱リコー プレスリリース  https://jp.ricoh.com/release/2025/0501_1



営農型太陽光発電の可能性
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農地の上部空間に太陽光を設置し、農業を継続しながら
発電事業を行う食料とエネルギーの二毛作を実施
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営農型太陽光発電のポテンシャル
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自然共生・地域共生を図りつつ
再エネ電力供給が出来る

出典）農林水産省 https://www.maff.go.jp/j/tokei/kekka_gaiyou/sakumotu/menseki/r5/kouti/index.html
スマートジャパン https://www.itmedia.co.jp/smartjapan/articles/2105/13/news032.html

日本全体の農地面積：約430万ha

農地の5％（22万ha）に
営農型太陽光発電を設置すれば
約2,000億kWhの発電が可能

→ 国内電力量の約20％を賄える

日本の農地面積

約430万ha

5%
（22万ha)

※現状は約20億kWh(1/100）

現状0.05％

• 農地を活用すれば、自然環境への負荷を最小限に抑えた太陽光の導入が可能。

• 耕作放棄地の拡大に対する解決策の一つにもなりうる。

https://www.maff.go.jp/j/tokei/kekka_gaiyou/sakumotu/menseki/r5/kouti/index.html
https://www.itmedia.co.jp/smartjapan/articles/2105/13/news032.html


地域経済循環

• 営農型太陽光は地域分散型のため、ヒト・モノ・カネを地域で担うことが可能。
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これからの新しい農業の形

12出典）みんな電力ブログ https://www.updater.co.jp/blog/event/20250605/

• 農業収入を安定化させ、若年層の新規就農を促す手段としてソーラーを活用する。



中山間地域の耕作放棄地における営農型太陽光
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出典）さがみこベリーガーデン https://www.sagamico-bg.org/
みんな電力 ブログ https://www.updater.co.jp/blog/event/20240411

• 観光農園など新たな取り組みにより中山間地域の農地を守る取り組み。



エネルギー自給による地域経済循環

• 酒蔵で利用する電力を隣接する酒米用の自社水田に設置した垂直型太陽光で自家消費。

• 環境に配慮した食を進めることで、商品の付加価値化にも繋がる。
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出典）みんな電力 ブログ
https://minden.co.jp/news/2024/05/02/9162

出典）自然エネルギー財団 レポート
https://www.renewable-ei.org/pdfdownload/activities/REI_SolarSharing_CS2_YoshidaSyuzo.pdf



スポーツチームを核とした地域協働事業

• 地域に根ざすJリーグチームが核となり、市民、自治体、金融機関など様々なステークホルダー
を巻き込んだ取り組みにすることが可能。

15出典）水戸ホーリーホック ウェブサイト  https://www.mito-hollyhock.net/news/p=44688/



営農型太陽光発電所が自然共生サイトに認定

• 株式会社坪⼝農事未来研究所、パタゴニア・インターナショナル・インク日本支社と協力し、同社が管
理するコウノトリを育む農法（無農薬・減農薬）に取り組む水田の土壌調査を実施し、営農型太陽光発
電所を含む水田・畑の自然共生サイト（OECM）に申請し、認定される。

• 今後、生物多様性にも寄与する営農型太陽光のモデルを作る取り組みを進めていく。
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コウノトリ育む三宅の⽔⽥等と営農型太陽光発電所



まとめ（問題提起）

• 再エネ調達において、現状では、再エネ調達は「kWh」「t-CO2」あたりの価格のみで判断さ
れるケースがほとんど。自主的に基準を設けている企業は一部。

• 広く一般に「自然共生型・地域共生型」の再エネを促進するには、優良事例の共有、ガイドライ
ンの策定、更には優良な再エネを認証する仕組みや、定量的に評価する仕組みが必要。

• 例えば、算定報告公表制度やGX-ETSでのプラス評価や、自然共生サイトの再エネ発電所版など
の制度的な後押しができないか。

• また、自治体や国における率先行動も重要。現状の価格のみを基準とした（又は単に非化石証書
を付けただけの“実質再エネ”）、毎年度の入札ではなく、地域の優良な再エネ電源をコーポレ
ートPPA契約により長期固定価格で調達することで、地域の優良な再エネ電源を地域需要主導
で拡大することに繋がる。

• 併せて、営農型太陽光は農地転用更新リスク（最大10年）があり民間資金が流れにくいため、
環境省や自治体などによる金利保証等の資金的支援も重要。
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